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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　熱可塑性樹脂からなる表面層と、ガラス繊維を含む不織布からなる補強層と、軟質発泡
樹脂からなるクッション層とを少なくとも積層し、
　前記補強層の厚みが０．３～１．０ｍｍであり、
　前記不織布が、目付８０～１４０ｇ／ｍ２であり且つガラス繊維に対するポリエチレン
テレフタレート繊維の混合割合が４０～７０％のガラス繊維・ポリエチレンテレフタレー
ト繊維混合不織布であり、
　前記表面層を構成する熱可塑性樹脂の一部が、前記補強層の全面において前記補強層全
体の厚みの４０～５０％まで含浸している、床材。
【請求項２】
　熱可塑性樹脂からなる表面層と、ガラス繊維を含む不織布からなる補強層と、軟質発泡
樹脂からなるクッション層とを少なくとも積層し、
　前記補強層の厚みが０．３～１．０ｍｍであり、
　前記不織布が、目付量４０～１２０ｇ／ｍ２であり且つガラス繊維に対するパルプの混
合割合が４０～７０％のガラス繊維・パルプ混合不織布であって、前記補強層の前記クッ
ション層との境界側には、補強層全体の厚みの３０～７０％まで塩化ビニル樹脂またはア
クリル樹脂が含浸しており、
　前記表面層を構成する熱可塑性樹脂の一部が、前記補強層の全面において前記補強層全
体の厚みの３０～５０％まで含浸している、床材。
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【請求項３】
　前記クッション層が、少なくとも塩化ビニル樹脂、可塑剤及び化学発泡剤を含有する塩
化ビニル発泡層である、請求項１又は２に記載の床材。
【請求項４】
　浴室洗い場床用である、請求項１～３のいずれかに記載の床材。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、衝撃吸収性を有する床材、特に、浴室洗い場用として好適な床材に関する。
【背景技術】
【０００２】
　これまでにも、建築物等に用いられる床材として、衝撃を吸収するような床材の開発は
色々と行われてきた。特に、高齢者、子供、障害者などが転倒したときに床材からの衝撃
で怪我をする事故や、硬い床材による体への負荷に対し、様々な技術が検討されている。
【０００３】
　例えば、これまでにも、発泡層を用いたクッション性のある床材がいくつか報告されて
おり、それらの技術においては、クッション性に加え、強度や安定性を与えるために、床
材の層間に繊維シートやガラス繊維などを介在させることも提案されている（例えば、特
許文献１および２）。
【０００４】
　また、近年、浴室の洗い場床等の水を使う場所における床材においてもクッション性を
付与する構造が提案されているが、その場合は、衝撃吸収性に加えて、水に濡れても層間
剥離が起こらないことが重要となってくる。
【０００５】
　そのような浴室用床としては、防滑性や汚れの除去し易さに着目した技術等がこれまで
に報告されている（例えば、特許文献３）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０００－３５２１８４号公報
【特許文献２】特開２００４－３３２４１７号公報
【特許文献３】特開２０１２－１５８９１４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、これまでの床材では、浴室の洗い場床等の水を使う場所における床材に
求められる、層間剥離強度が十分ではない場合があった。
【０００８】
　例えば、上記特許文献３記載の浴室用床シートにおいても、複数の発泡層の間にガラス
繊維等からなる補強層を用いてもよいことが報告されているが、ここでいう補強層はシー
トの剛性を高め、寸法安定性を付与するために用いられており、層間剥離に着目した技術
ではない。
【０００９】
　本発明はかかる事情に鑑みてなされたものであって、優れた衝撃吸収性に加え、水に濡
れても層間剥離などが起こりにくく、高温多湿環境においても寸法安定性および耐久性を
有する床材を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明者らは、鋭意検討した結果、下記構成を有する床材によって、前記課題が解決す
ることを見出し、かかる知見に基づいて更に検討を重ねることによって本発明を完成した
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。
【００１１】
　すなわち、本発明の一態様に係る床材は、 
　熱可塑性樹脂からなる表面層と、ガラス繊維を含む不織布からなる補強層と、軟質発泡
樹脂からなるクッション層とを少なくとも積層し、
　前記補強層の厚みが０．３～１．０ｍｍであり、
　前記不織布が、目付８０～１４０ｇ／ｍ２であり且つガラス繊維に対するポリエチレン
テレフタレート繊維の混合割合が４０～７０％のガラス繊維・ポリエチレンテレフタレー
ト繊維混合不織布であり、
　前記表面層を構成する熱可塑性樹脂の一部が、前記補強層の全面において前記補強層全
体の厚みの４０～５０％まで含浸している。
【００１２】
　このような構成によれば、優れた衝撃吸収性に加え、水に濡れても表面層と補強層との
間で層間剥離などが起こりにくく、高温多湿環境においても寸法安定性および耐久性を有
する床材を提供することができる。また、目付８０～１４０ｇ／ｍ２のガラス繊維・ポリ
エチレンテレフタレート混合不織布である不織布を用いることで、より確実に層間剥離強
度を向上させることができる。
【００１４】
　本発明の他の態様に係る床材は、
　熱可塑性樹脂からなる表面層と、ガラス繊維を含む不織布からなる補強層と、軟質発泡
樹脂からなるクッション層とを少なくとも積層し、
　前記補強層の厚みが０．３～１．０ｍｍであり、
　前記不織布が、目付量４０～１２０ｇ／ｍ２であり且つガラス繊維に対するパルプの混
合割合が４０～７０％のガラス繊維・パルプ混合不織布であって、前記補強層の前記クッ
ション層との境界側には、補強層全体の厚みの３０～７０％まで塩化ビニル樹脂またはア
クリル樹脂が含浸しており、
　前記表面層を構成する熱可塑性樹脂の一部が、前記補強層の全面において前記補強層全
体の厚みの３０～５０％まで含浸している。それにより、補強層とクッション層との層間
接着性も向上し、より寸法安定性および耐久性に優れた床材を得ることができる。
【００１５】
　また、前記クッション層が、少なくとも塩化ビニル樹脂、可塑剤及び化学発泡剤を含有
する塩化ビニル発泡層であることが好ましい。そのような構成とすることにより、より衝
撃吸収性に優れた床材を得ることができる。
【００１６】
　また、前記床材は、浴室洗い場床用として好ましく用いられる。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、優れた衝撃吸収性に加え、水に濡れても表面層と補強層との間で層間
剥離などが起こりにくく、高温多湿環境においても寸法安定性および耐久性を有する床材
を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】図１は、本発明の床材の一実施態様を示す断面概略図である。
【図２】図２は、本発明の床材の補強層を説明するための拡大図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下、本発明に係る実施形態について説明するが、本発明はこれらに限定されるもので
はない。
【００２０】
　本実施態様に係る床材は、熱可塑性樹脂からなる表面層と、ガラス繊維を含む不織布か
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らなる補強層と、軟質発泡樹脂からなるクッション層とを少なくとも積層し、前記補強層
の厚みが０．３～１．０ｍｍであり、前記不織布が、前記表面層を構成する熱可塑性樹脂
の一部が前記補強層の厚みの３０～７０％まで含浸されるような不織布であることを特徴
とする。
【００２１】
　具体的には、本実施形態の床材１は、例えば、図１に示すように、熱可塑性樹脂からな
る表面層２の裏面に、少なくとも、ガラス繊維を含む不織布からなる補強層３と、軟質発
泡樹脂からなるクッション層４が積層された床材である。さらに、クッション層４の裏面
に、裏面層７が積層されていてもよい。
【００２２】
　以下、床材を構成する各層について説明する。
【００２３】
　本実施形態における表面層２は、床材における化粧層として機能する層であり、熱可塑
性樹脂で構成される。表面層２の厚みは、特に限定はされないが、通常、０．２～２．０
ｍｍ程度、好ましくは、０．３～１．５ｍｍ程度である。
【００２４】
　熱可塑性樹脂としては、特に限定はされないが、例えば、塩化ビニル樹脂、ポリエチレ
ン樹脂、ポリプロピレン樹脂、ＥＶＡ樹脂などのポリオレフィン樹脂、ポリエチレンテレ
フタレート樹脂などのポリエステル系樹脂等を使用することができる。なかでも、塩化ビ
ニル樹脂は、加工性、作業性という観点から好ましく用いられる。
【００２５】
　塩化ビニル樹脂としては、ポリ塩化ビニル、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体樹脂、塩
化ビニル－エチレン共重合体樹脂等が挙げられる。これらの樹脂を得るための重合方法は
、特に限定されず、通常用いられる重合方法（例えば、懸濁重合、乳化重合等）を挙げる
ことができる。
【００２６】
　また、前記熱可塑性樹脂には可塑剤や充填剤等の添加剤を加えてもよい。
【００２７】
　本実施形態において用いられ得る可塑剤としては、例えば、フタル酸ジ－ｎ－オクチル
、フタル酸ジ－２－エチルヘキシル、フタル酸ジイソオクチル、フタル酸イソヘプチル、
フタル酸ジイソノニル、フタル酸ジイソデシルのようなフタル酸エステル系可塑剤、トリ
－２－エチルヘキシルトリメリット酸のようなトリメリット酸エステル系可塑剤、アジピ
ン酸ジ－２－エチルヘキシル、アジピン酸ジイソノニル、アジピン酸ジイソデシルのよう
なニ塩基酸エステル系可塑剤、トリ－２－エチルヘキシルホスファイト、イソデシルジフ
ェニルホスファイト、トリクレジルホスファイトのようなリン酸エステル系可塑剤、塩素
化パラフィン、ポリエステル系可塑剤をあげることができる。これらは単独で、あるいは
２種類以上を組み合わせて用いることができる。
【００２８】
　可塑剤を添加する場合、熱可塑性樹脂の１００質量部に対する可塑剤の配合量は、３０
～１５０質量部程度が好ましい。
【００２９】
　また、充填剤は強度を付与するために必要に応じて添加されるが、その具体例としては
、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、硫酸カルシウム、酸化カルシウム、酸化チタン、
水酸化アルミ、クレー、シリカ等挙げることができる。充填剤を添加する場合の配合量は
、熱可塑性樹脂の１００質量部に対して、１０～１５０質量部程度が好ましい。
【００３０】
　さらに、本発明の目的を阻害しない範囲で、上記の成分以外を、表面層を構成する熱可
塑性樹脂に添加することは可能である。好ましくはさらに、セル調整剤、発泡促進剤、減
粘剤、難燃剤、防黴剤、抗菌剤、顔料等を混合してもよい。
【００３１】
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　表面層２は、上述したような熱可塑性樹脂を、後述の補強層を構成する不織布上に溶融
塗工することによって形成することができる。
【００３２】
　また、表面層には、グラビア印刷、オフセット印刷、転写シートを用いた転写印刷や、
エンボス加工、グラビアコーティング加工など各種加工方法によって装飾を施してもよい
。特に、本実施形態の床材を浴室洗い場に用いる場合等には、防滑性を有し、汚れを除去
し易い意匠を施すことが好ましい。
【００３３】
　グラビアコーティング加工は、溶融押出しされた熱可塑性樹脂を複数の凹部を有するシ
リンダーに充填させ、前記シリンダーの凹部に充填された樹脂から成る独立した複数の凸
模様部を加熱された熱可塑性樹脂の基材シートの表面に転写して融着させて、立体装飾を
形成する加工方法である。グラビアコーティング加工においては、前記基材シートと独立
した複数の凸模様部の熱可塑性樹脂は融着可能な材質であり、溶出した熱可塑性樹脂を凹
部を有するシリンダーに充填するときはシリンダーを加熱しておくことを特徴とする。
【００３４】
　本実施形態における補強層３は、ガラス繊維を含む不織布からなり、その厚みは、０．
３～１．０ｍｍである。厚みが０．３ｍｍ未満となると、補強層としての剛性が低く寸法
安定性が得られなくなり、１．０ｍｍを超えると、目付け量が増加し、表面層との接着性
が悪く、耐久性が得られなくなる。
【００３５】
　補強層３を構成する、ガラス繊維を含む不織布とは、前記表面層を構成する熱可塑性樹
脂の一部が前記補強層の厚みの３０～７０％まで含浸されるような不織布であれば特に限
定はされない。
【００３６】
　本実施形態において、熱可塑性樹脂の少なくとも一部が前記補強層の内部に含浸される
とは、表面層２を構成する熱可塑性樹脂が、補強層３である不織布の上に溶融塗工された
時に、補強層の内部にまで熱可塑性樹脂が含浸（充填）され、そのまま補強層から抜け落
ちることなく、補強層の厚みの３０～７０％のところで補強層内部にとどまる状態をいう
。
【００３７】
　このように、表面層を構成する熱可塑性樹脂の一部が前記補強層の内部に適度な範囲で
含浸されるような不織布を用いることにより、補強層３と表面層２の層間接着性が非常に
良好となり、層間剥離が起こることを抑制することができる。
【００３８】
　熱可塑性樹脂の含浸の程度が、補強層の厚みの３０％未満となると、充分な接着性が得
られず、層間剥離が起こる可能性があり、また、補強層の厚みの７０％を超えると補強層
としての剛性が低く寸法安定性が得られなくなるおそれがある。
【００３９】
　このような補強層に用いられる不織布としては、上述したようなガラス繊維を含む不織
布が用いられるが、ガラス繊維だけでは引張り強度が十分でない場合があるため、ガラス
繊維にポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）繊維またはパルプ等を混合させた不織布を
用いることが好ましい。具体例としては、例えば、目付量７０～１４０ｇ／ｍ２のガラス
繊維・ＰＥＴ繊維混合不織布、及び、目付量４０～１２０ｇ／ｍ２のガラス繊維・パルプ
混合不織布などが挙げられる。これらの不織布を補強層３として用いることにより、表面
層２を構成する熱可塑性樹脂が、補強層を抜けてしまうことなく補強層にとどまり、適度
に含浸されるため、本発明の効果を確実得ることができる。
【００４０】
　なお、ガラス繊維・ＰＥＴ繊維混合不織布を用いる場合、ガラス繊維に対するＰＥＴ繊
維の混合割合が４０～７０％程度のものを用いることが好ましい。一方、ガラス繊維・パ
ルプ混合不織布を用いる場合、ガラス繊維に対するパルプの混合割合が４０～７０％程度
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のものを用いることが好ましい。
【００４１】
　さらに、補強層３の、表面層２と接している側とは反対側（すなわち、クッション層４
と接している側）に、塩化ビニル樹脂またはアクリル樹脂を含浸させてもよい。特に、目
付量４０～１２０ｇ／ｍ２のガラス繊維・パルプ混合不織布を補強層３として用いる場合
には、パルプは耐水性にやや劣るため、塩化ビニル樹脂またはアクリル樹脂をクッション
層４側に含浸させることが望ましい。
【００４２】
　このように塩化ビニル樹脂またはアクリル樹脂を、補強層３に含浸させることによって
、より層間接着性が向上し、特に、クッション層４と補強層３との間の接着性が強固にな
る。塩化ビニル樹脂またはアクリル樹脂は、例えば、補強層を構成する不織布上に溶融塗
工することによって、補強層に含浸させることができる。
【００４３】
　塩化ビニル樹脂またはアクリル樹脂は、補強層３の厚み全体に対し、３０～７０％程度
の厚みまで、前記熱可塑性樹脂を含浸させることが好ましい。３０％未満となると、充分
な接着性が得られず、層間剥離が起こる可能性があり、７０％を超えると、補強層として
の剛性が低く寸法安定性が得られなくなるため、好ましくない。
【００４４】
　塩化ビニル樹脂またはアクリル樹脂の含浸量は、塩化ビニル樹脂またはアクリル樹脂の
塗工量によって調節することができる。
【００４５】
　なお、図２は、表面層２の熱可塑性樹脂および塩化ビニル樹脂またはアクリル樹脂を両
方とも、補強層３を構成する不織布に含浸させた場合の一実施態様を示す断面図である。
この実施態様では、表面層２の一部が補強層３の５０％程度の厚みのところまで含浸して
おり（表面層含浸層５）、一方で、補強層３の残り５０％には、アクリル樹脂が含浸して
いる（アクリル樹脂含浸層６）。そして、そのアクリル樹脂含浸層６の裏面にクッション
層４が積層されている。
【００４６】
　次に、クッション層４について説明する。
【００４７】
　本実施形態のクッション層としては、床材に、適度な衝撃吸収性を付与するものであれ
ば特に限定なく用いることができるが、例えば、塩化ビニル樹脂、可塑剤及び化学発泡剤
を含有する塩化ビニル発泡シートをクッション層として使用することが好ましい。
【００４８】
　クッション層の厚みは、クッション層を構成する組成などにもよるが、１～１０ｍｍ程
度であることが好ましい。クッション層がこの範囲の厚みを有することにより、十分かつ
過剰ではない衝撃吸収性を床材に付与することができる。
【００４９】
　以下、本実施形態のクッション層として使用できる塩化ビニル発泡シートについてより
具体的に説明する。
【００５０】
　本実施形態の塩化ビニル発泡シートに含まれる塩化ビニル樹脂としては、ポリ塩化ビニ
ル、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体樹脂、塩化ビニル－エチレン共重合体樹脂等が挙げ
られる。これらの樹脂を得るための重合方法は、特に限定されず、通常用いられる重合方
法（例えば、懸濁重合、乳化重合等）を挙げることができる。
【００５１】
　本実施形態において用いられ得る可塑剤としては、例えば、フタル酸ジ－ｎ－オクチル
、フタル酸ジ－２－エチルヘキシル、フタル酸ジイソオクチル、フタル酸イソヘプチル、
フタル酸ジイソノニル、フタル酸ジイソデシルのようなフタル酸エステル系可塑剤、トリ
－２－エチルヘキシルトリメリット酸のようなトリメリット酸エステル系可塑剤、アジピ



(7) JP 6031401 B2 2016.11.24

10

20

30

40

50

ン酸ジ－２－エチルヘキシル、アジピン酸ジイソノニル、アジピン酸ジイソデシルのよう
なニ塩基酸エステル系可塑剤、トリ－２－エチルヘキシルホスファイト、イソデシルジフ
ェニルホスファイト、トリクレジルホスファイトのようなリン酸エステル系可塑剤、塩素
化パラフィン、ポリエステル系可塑剤をあげることができる。これらは単独で、あるいは
２種類以上を組み合わせて用いることができる。
【００５２】
　塩化ビニル樹脂の１００質量部に対する可塑剤の配合量は、３０～１２０質量部程度が
好ましい。
【００５３】
　本実施形態において用いられ得る化学発泡剤としては、熱分解型有機発泡剤が使用され
る。具体的には、例えば、アゾジカルボンアミド、アゾビスイソブチロニトリル、ベンゼ
ンスルホニルホドラジド、ｐ－トルエンスルホニルヒドラジド、ジニトロソペンタメチレ
ンテトラミン等を挙げることができる。
【００５４】
　塩化ビニル樹脂の１００質量部に対する化学発泡剤の配合量は０．１～８質量部程度が
好ましい。
【００５５】
　さらに、本実施形態の塩化ビニル発泡シートには、上記以外に、カルボン酸亜鉛塩およ
びカルボン酸縮合物の部分エステル化合物のうち少なくとも１つが含まれていることが好
ましい。好ましくは、カルボン酸亜鉛塩およびカルボン酸縮合物の部分エステル化合物の
両方が含有される。
【００５６】
　本実施形態の塩化ビニル発泡シートに用いることができるカルボン酸亜鉛塩としては、
例えば、カルボン酸亜鉛正塩、塩基性カルボン酸亜鉛塩、並びにカルボン酸亜鉛正塩及び
過塩基性カルボン酸亜鉛塩の混合物挙げることができる。なかでも好ましいカルボン酸亜
鉛塩は、カルボン酸２モルに対し酸化亜鉛１モルを反応して得られるカルボン酸正塩と、
カルボン酸に対し過剰の酸化亜鉛を反応させることで得られる塩基性カルボン酸亜塩の混
合物からなるものである。
【００５７】
　塩化ビニル樹脂の１００質量部に対するカルボン酸亜鉛塩の配合量は、０．０１～５質
量部程度が好ましい。
【００５８】
　本実施形態で用いられるカルボン酸亜鉛塩は、好ましくは、カルボン酸と酸化亜鉛とを
、モル比が２．０：１．０～１．５：１．０の範囲で反応させて得られる。
【００５９】
　ここで用いられ得るカルボン酸としては、炭素数２～２２のカルボン酸、例えば、飽和
脂肪酸、不飽和脂肪酸及び炭素環式カルボン酸が挙げられる。より具体的には、酢酸、プ
ロピオン酸、吉草酸、カプロン酸、カプリル酸、２－エチルヘキシル酸、トリデカン酸、
イソデカン、ネオデカン酸、ウンデカン酸、ラウリン酸、ミリスチン酸、パルミチン酸、
ステアリン酸、イソステアリン酸、１２－ヒドロキシステアリン酸、オレイン酸、リノー
ル酸、リシノレイン酸、エルカ酸、ベヘン酸、チオグリコール酸、メルカプトプロピオン
酸、ラウリルメルカプトプロピオン酸、安息香酸、パラ－ｔ－ブチル安息香酸、ジメチル
安息香酸、アミノ安息香酸、サリチル酸、アミノ酢酸、ブルタミン酸、シュウ酸、グルタ
ル酸、コハク酸、マロン酸、アジピン酸、フタル酸、フマール酸、マレイン酸、リンゴ酸
、クエン酸、酒石酸、チオジプロピオン酸、トリメリット酸、ピロメリット酸、メリット
酸等が挙げられる。中でも、酢酸、２－エチルヘキシル酸、ネオデカン酸、オレイン酸、
リシノレイン酸が好ましく例示される。
【００６０】
　カルボン酸縮合物の部分エステル化合物としては、例えば、炭素数３０～６０のダイマ
ー酸若しくはトリマー酸、又はこれらの無水物を、モノアルコール類やモノエポキシ化合



(8) JP 6031401 B2 2016.11.24

10

20

30

40

50

物によりエステル化して得られる化合物を挙げることができる。エステル化率は、１０～
９０％が好ましく、酸価は１０ｍｇ／ＫＯＨ以上のものが好ましい。エステル化率がこの
範囲外の場合は、連続気泡が得られにくい。又、カルボン酸縮合物の部分エステル化合物
の分子量（ＧＰＣポリスチレン換算で重量平均分子量）としては、１０００～２００００
程度が好ましい。
【００６１】
　ここで、モノアルコール類やモノエポキシ化合物としては、飽和脂肪族、不飽和脂肪族
、脂環式化合物、芳香族のアルコール類やエポキシ化合物を挙げることができる。分子内
にエーテル基を含むアルコール類やエポキシ化合物でもよい。具体的には、ステアリルア
ルコール、オレイルアルコール、炭素数１２以上のアルキルグリシジルエーテル、炭素数
１２以上の分岐アルキルのアルコール、オキソアルコールポリエチレンオキサイドエーテ
ル、分子量２００～１２００程度のアルコキシキシポリアルキレングリコール等を挙げる
ことができる。ここで、アルコキシキシポリアルキレングリコールとしては、メトキシポ
リエチレングリコール、メトキシポリプロピレングリコール等を挙げることができる。
【００６２】
　カルボン酸縮合物の部分エステル化合物は、市販品を用いることができる。市販品とし
ては、ＢＹＫ－Ｐ４１００（ビッグケミー・ジャパン社製）等を挙げることができる。
【００６３】
　塩化ビニル樹脂の１００質量部に対するカルボン酸縮合物の部分エステル化合物の配合
量は０．１～１５質量部が好ましい。
【００６４】
　本実施形態の塩化ビニル発泡シートに、本発明の目的を阻害しない範囲で、上記の成分
以外を添加することは可能である。好ましくはさらに、アルカリ金属塩及びアルカリ土類
金属塩、塩基性カルボン酸アルカリ土類金属塩、セル調整剤、充填剤、発泡促進剤、減粘
剤、難燃剤、防黴剤、抗菌剤、顔料等を混合してもよい。
【００６５】
　アルカリ金属塩及びアルカリ土類金属塩は、加熱加工中の耐熱性を付与するために必要
に応じて添加される。例としては、カルボン酸カリムウ塩、カルボン酸ナトリウム塩等の
、カルボン酸のアルカリ金属塩、カルボン酸マグネシウム塩、カルボン酸カルシウム塩、
カルボン酸バリウム塩等のカルボン酸のアルカリ土類金属塩を挙げることができる。これ
らの原料となるカルボン酸としては、カルボン酸亜鉛塩の製造原料として、前記で例示さ
れたカルボン酸と同様なものを挙げることができる。
【００６６】
　塩基性カルボン酸アルカリ土類金属塩は、耐熱性を付与するために必要に応じて添加さ
れ、塩基性カルボン酸バリウム塩およびカルシウム塩、マグネシウム塩が好ましい。塩基
性カルボン酸アルカリ土類金属塩の原料となるカルボン酸としては、カルボン酸亜鉛塩の
製造原料として、前記で例示されたカルボン酸と同様なものを挙げることができる。又、
塩基性カルボン酸アルカリ土類金属塩としては、市販されているものも使用できる。例え
ば、米国ハモンド社のプラスチスタブ２１１６、プラスチスタブ２５０８、プラスチスタ
ブ２５１３、プラスチスタブ２１０６、２１１７が挙げられる。上記金属塩以外の耐熱性
の付与剤、色調改良剤、着色防止剤等も必要に応じて配合してもよい。
【００６７】
　セル調整剤は、セル径を小さく均一にするために必要に応じて添加され、平均分子量１
０００～１００００００のメタクリル酸ブチルエステルポリマー、メタクリル酸イソブチ
ルエステルポリマー、メタクリル酸－２－エチルヘキシルエステルポリマー等を挙げるこ
とができる。
【００６８】
　充填剤は強度を付与するために必要に応じて添加され、炭酸カルシウム、炭酸マグネシ
ウム、硫酸カルシウム、酸化カルシウム、酸化チタン、水酸化アルミ、クレー、シリカ等
挙げることができる。充填剤を含有する場合の配合量は、塩化ビニル樹脂の１００質量部
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に対して充填剤を１０～１００質量部とすることが好ましい。
【００６９】
　発泡促進剤として、酸化亜鉛、微細酸化亜鉛、水酸化亜鉛、塩化亜鉛に代表される亜鉛
化合物、尿素、二酸化チオ尿素、モノエタノールアミン、ジエタノールアミン、トリエタ
ノールアミン、トリエチルアミン、ジエチルアミン、モノエチルアミンに代表される含チ
ッソ系化合物を挙げることができる。
【００７０】
　難燃剤として水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウム、三酸化アンチモン、ほう酸の
ような有機金属塩系を挙げることができる。
【００７１】
　本実施形態の塩化ビニル発泡シートは、前記の組成を、常法により混合して、適宜加工
することにより得ることができる。具体的には、前記組成を混合して得られたペーストゾ
ルにおいて、常法により連続気泡を形成し、塩化ビニル発泡シートとする。
【００７２】
　また、本実施形態において、塩化ビニル発泡シートの発泡倍率は、４～１０倍程度であ
ることが好ましい。
【００７３】
　上述したような塩化ビニル発泡シートをクッション層として用いることにより、非常に
優れた衝撃吸収性を床材に付与することができる。
【００７４】
　なお、補強層３とクッション層４とを積層させる方法としては、特に限定はなく、通常
用いられている方法によって積層することができる。例えば、補強層に塩ビペーストゾル
を塗布した後に加熱し、ゲル化、発泡させてクッション層と補強層を一体化させることに
よって積層する。
【００７５】
　さらに、クッション層４の裏面には、必要に応じて、裏面層７を積層させてもよい。裏
面層７としては、特に限定はされず、例えば、表面層２同様に、塩化ビニル樹脂等の熱可
塑性樹脂からなる層としてもよい。また、その積層方法についても特に限定はされず、通
常用いられている方法によって積層することができる。
【００７６】
　本実施形態の床材は、優れた衝撃吸収性に加え、水に濡れても層間剥離などが起こりに
くい、耐久性のある床材である。特に、高温多湿環境においても寸法安定性および耐久性
を有するため、浴室洗い場用床材として好適である。
【実施例】
【００７７】
　以下に、実施例により本発明をさらに具体的に説明するが、本発明は実施例により何ら
限定されるものではない。
【００７８】
　なお、本実施例で使用した各成分の詳細は以下の通りである。
・塩化ビニル樹脂１：ＰＳＭ－１６２（商品名）、カネカ社製
・塩化ビニル樹脂２： ＰＭＳ－１６２（商品名）、カネカ社製
・可塑剤：ＤＯＰ（フタル酸ジオクチル）、ジェイプラス社製
・発泡剤：ＡＤＣＡ（アゾジカルボンアミド）、永和化成製
・充填剤：重質炭酸カルシウム、丸尾カルシウム
【００７９】
　［実施例１］
　以下に示す方法により床材を製造した。
【００８０】
　表１に示す表１に示すクッション層の成分（表中の成分の数値はすべて質量部を示す）
を用いて、３枚プロペラ羽根で１０００ｒｐｍ、５分間混合し、均一なクッション層用塩
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化ビニルペーストを調整した。
【００８１】
　ガラス繊維・ＰＥＴ繊維混合不織布（ＰＥＴ繊維混合率：６０％、厚み０．４ｍｍ、目
付量８０ｇ／ｍ２）上に上記のクッション層用塩化ビニルペーストゾルを、バーコーター
を用い４６０μｍの厚さで均一にコートした後、１８０℃／３０秒間、ギヤーオーブンで
加熱ゲル化を施した。さらに２１０℃のギヤーオーブンで１５０秒加熱させ、不織布と一
体化した発泡倍率４．４倍前後の厚みが３．０ｍｍのクッション層を形成した。
【００８２】
　次に、表面層の成分を用いて、３枚プロペラ羽根で１０００ｒｐｍ、５分間混合し、均
一な表面層用塩化ビニルペーストを調整した。
【００８３】
　そして、上記不織布の、クッション層用塩化ビニルペーストを含浸させたのと反対側に
、表面層用塩化ビニルペーストゾルを、ロールコーターを用い３００μｍの厚さで均一に
コートした後、１５０℃／３０秒間、オーブンで加熱ゲル化することによって、塩化ビニ
ルペーストが不織布に含浸させた（含浸の厚み：５０％）床材試料を得た。
【００８４】
　［実施例２］
　補強層として、ガラス繊維・ＰＥＴ繊維混合不織布（ＰＥＴ繊維混合率：６０％、厚み
：０．６ｍｍ、目付量：１２０ｇ／ｍ２）を用いた以外は、実施例１と同様にして試料を
製造した。表面層の含浸は、不織布の厚みの４０％であった。
【００８５】
　［実施例３］
　補強層として、アクリル樹脂をクッション層側に３０％の厚みまで含浸させた、ガラス
繊維・パルプ混合不織布（パルプ混合率：６０％、厚み：０．４ｍｍ、目付量：１１６ｇ
／ｍ２、不織布８０ｇに対し、アクリル塗工量３６ｇ）を用いた以外は、実施例１と同様
にして試料を製造した。表面層の含浸は、不織布の厚みの５０％であった。
【００８６】
　［実施例４］
　補強層として、アクリル樹脂をクッション層側に５０％の厚みまで含浸させた、ガラス
繊維・パルプ混合不織布（パルプ混合率：６０％、厚み：０．４ｍｍ、目付量：１４０ｇ
／ｍ２、不織布８０ｇに対し、アクリル塗工量６０ｇ）を用いた以外は、実施例１と同様
にして試料を製造した。表面層の含浸は、不織布の厚みの５０％であった。
【００８７】
　［実施例５］
　補強層として、アクリル樹脂をクッション層側に７０％の厚みまで含浸させた、ガラス
繊維・パルプ混合不織布（パルプ混合率：６０％、厚み：０．４ｍｍ、目付量：１６４ｇ
／ｍ２、不織布８０ｇに対し、アクリル塗工量８４ｇ）を用いた以外は、実施例１と同様
にして試料を製造した。表面層の含浸は、不織布の厚みの３０％であった。
【００８８】
　［比較例１］
　補強層として、ガラス繊維・ＰＥＴ繊維混合不織布（ＰＥＴ繊維混合率：６０％、厚み
：０．２５ｍｍ、目付量：５０ｇ／ｍ２）を用いた以外は、実施例１と同様にして試料を
製造した。表面層の含浸は、不織布の厚みの８０％であった。
【００８９】
　［比較例２］
　補強層として、ガラス繊維・ＰＥＴ繊維混合不織布（ＰＥＴ繊維混合率：６０％、厚み
：０．８ｍｍ、目付量：２００ｇ／ｍ２）を用いた以外は、実施例１と同様にして試料を
製造した。表面層の含浸は、不織布の厚みの２０％であった。
【００９０】
　［比較例３］
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　補強層として、ガラス繊維・パルプ混合不織布（パルプ混合率：６０％、厚み：１．２
ｍｍ、目付量：１００ｇ／ｍ２）を用いた以外は、実施例３と同様にして試料を製造しよ
うとしたところ、アクリル樹脂と表面層の含浸割合が減少し、不織布内で剥離（材料破壊
）を起こしたため、試料の作製ができなかった。
【００９１】
　（評価）
　上述のようにして得られた試料（実施例１～５および比較例１～２）について、以下の
評価試験を行った。
【００９２】
　（衝撃吸収性（Ｇ値））
　ＪＩＳ　Ａ６５１９に準拠して行った。
【００９３】
　（剥離性）
　以下の条件にて、剥離試験機（島津製作所製）を用いて、不織布と表面層間を１８０℃
方向に５ｃｍ剥離した時の強度を測定した。なお、表中の数値の単位はｋｇである。
【００９４】
　　試料サイズ：３ｃｍ（幅）×１５ｃｍ（長さ）
　　剥離スピード：２００ｍｍ／分
　（加熱収縮）
　ＪＩＳ　Ａ１４５４に準拠して、加熱による長さおよび幅の変化を測定した。評価基準
は以下の通りである：
　　○：長さ、幅の寸法変化が０．５％未満
　　×：長さ、幅の寸法変化が０．５％以上
　以上の評価結果を表１に示す。
【００９５】
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【表１】

【００９６】
　[考察]
　表１からわかるように、本発明に関する床材は、衝撃吸収性、剥離性、高温条件下にお
ける寸法安定性のいずれにおいても優れていた。特に、補強層のクッション層との境界側
に、さらにアクリル樹脂を含浸させた実施例３～５の床材では、非常に層間接着性に優れ
ていた。
【００９７】
　一方、表面層を構成する熱可塑性樹脂が前記補強層の内部に適切な範囲で含浸されてい
ない不織布を用いた比較例では、剥離性において劣っていた。さらに、補強層の厚みが薄
い比較例１では、高温条件下における寸法安定性にも劣っていた。
【符号の説明】
【００９８】
　１　床材
　２　表面層
　３　補強層
　４　クッション層
　５　表面層含浸層
　６　アクリル樹脂含浸層
　７　裏面層
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